
 

○中央広域環境施設組合規約  

昭和５１年１２月２５日     

徳島県指令地第７５７号     

改正  昭和55年 2月  1日徳島県指令地方第  59号    平成 3年 6月  1日徳島県指令地 第 365号 

平成 5年12月  1日徳島県指令地方第 708号    平成12年12月 25日徳島県指令市 第1104号 

平成16年10月  1日徳島県指令市 第 615号    平成17年 4月  1日徳島県指令市 第1213号 

平成18年 7月 10日徳島県指令市 第 306号    平成19年 3月 30日徳島県指令市 第 952号 

平成20年11月  7日徳島県指令市 第 620号    平成24年 2月  1日徳島県指令市 第4016号 

 

（組合の名称）  

第１条 この組合は、中央広域環境施設組合（以下「組合」という。）という。  

（組合を組織する地方公共団体）  

第２条 組合は、次の市町（以下「関係市町」という。）をもって組織する。  

吉野川市  

阿波市  

板野町  

上板町  

（組合の共同処理する事務）  

第３条 組合は、一般廃棄物（し尿を除く。以下同じ。）処理施設を設置し、当該施

設の管理運営に関する事務を共同処理する。  

 （組合の事務所の位置）  

第４条 組合の事務所は、徳島県阿波市吉野町西条字藤原７０番地１中央広域環境

センターに置く。  

（組合の議会）  

第５条 組合の議会の議員（以下「組合議員」という。）の定数は１８人とし、関係

市町の定数は、次のとおりとする。  

吉野川市  ７人  

阿波市   ７人  

板野町   ２人  

上板町   ２人  

（議会議員）  



第６条 前条による組合議員は、関係市町の議会の議長及び関係市町の議会におい

て、当該議会の議員の中から互選された者をもって充てる。  

（議長及び副議長）  

第７条 組合の議会に議長及び副議長各１人を置く。  

２ 議長及び副議長は、関係市町の議会の議長の中から互選する。  

３ 議長及び副議長の任期は組合議員の任期による。  

（組合の執行機関）  

第８条 組合に管理者１人、副管理者３人及び会計管理者１人を置く。  

２ 管理者は関係市町の長の中から互選する。  

３ 副管理者は管理者以外の関係市町の長をもって充てる。  

４ 会計管理者は管理者所属の市町の会計管理者をもって充てる。  

５ 管理者及び副管理者の任期は当該市町の長の任期による。  

（職員）  

第９条 組合に、前条第１項に定める者のほか、組合に必要な職員を置き、その定

数は条例で定める。  

（監査委員）  

第１０条 組合に監査委員２人を置く。  

２ 監査委員は、管理者が組合の議会の同意を得て、人格が高潔で、組合の財務管

理、事業の経営管理その他行政運営に関し優れた識見を有する者（次項において

「識見を有する者」という。）及び組合議員のうちから、それぞれ１人を選任する。  

３ 監査委員の任期は、識見を有する者のうちから選任される者にあっては４年と

し、組合議員のうちから選任される者にあっては組合議員の任期による。  

 （経費）  

第１１条 組合の経費は関係市町の負担金及びその他の収入をもって充てる。  

２ 前項に規定する関係市町の負担金の負担割合は、別表のとおりとする。  

 （補則）  

第１２条 この規約に定めるもののほか、必要な事項は管理者が定める。  

   附 則 

この規約は昭和５２年１月１日から施行する。  

   附 則（昭和５５年徳島県指令地方第５９号）  

この規約は昭和５５年４月１日から施行する。  



   附 則（平成３年徳島県指令地第３６５号）  

この規約は平成３年６月１日から施行する。  

   附 則（平成５年徳島県指令地方第７０８号）  

この規約は平成５年１２月１日から施行する。  

   附 則（平成１２年徳島県指令市第１１０４号）  

この規約は、徳島県知事の許可のあった日から施行する。  

   附 則（平成１６年徳島県指令市第６１５号）  

この規約は、徳島県知事の許可のあった日から施行する。  

   附 則（平成１７年徳島県指令市第１２１３号）  

１ この規約は、平成１７年４月１日から施行する。  

２ 改正後の第８条第２項の規定により管理者が選任されるまでの間、同条同項の

規定にかかわらず、阿波市長職務執行者が管理者の職務を行うものとする。  

３ 改正後の第８条第２項の規定により管理者が選任されるまでの間、同条第３項

の規定にかかわらず、阿波市収入役職務代理者が収入役の職務を行うものとする。 

附 則 

この規約は、平成１７年１１月１日から施行する。  

附  則（平成１８年徳島県指令市第３０６号）  

この規約は、徳島県知事の許可のあった日から施行する。  

附  則（平成１９年徳島県指令市第９５２号）  

（施行期日）  

１ この規約は、平成１９年４月１日から施行する。  

（経過措置）  

２ 地方自治法の一部を改正する法律（平成１８年法律第５３号）附則第３条第１

項の規定により在職する収入役が在職する間は、改正後の第８条第１項及び第４

項の規定は適用せず、改正前の第８条第１項及び第４項の規定は、なおその効力

を有する。  

附  則（平成２０年徳島県指令市第６２０号）  

（施行期日）  

１ この規約は、平成２１年４月１日から施行する。  

（経過措置）  

２ この規約の施行の日の前日までに、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和



４５年法律第１３７号）第７条第１項の規定により管理者の許可を受けた者につ

いては、その許可の有効期間の満了の日までの間は、改正後の第３条の規定は適

用せず、改正前の第３条の規定は、なおその効力を有する。  

附  則（平成２４年徳島県指令市第４０１６号） 

この規約は、平成２４年４月１日から施行する。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表（関係市町の負担金の負担割合） 

１ 吉野川市に所在する施設（中央美化センター）に係る経費の負担割合 

区   分 負担割合 負担市町 

⑴ 建設に要する経費 

（調査費、用地費、補償費、建設費） 

均 等 割 ２５％ 

人 口 割 ７５％ 

搬入市町 

 

⑵ 管理運営費 

 

均 等 割 ２５％ 

ごみ量割 ７５％ 

搬入市町 

 

⑶ 解体に要する経費 

 

均 等 割 ２５％ 

ごみ量割 ７５％ 

搬入市町 

 

備考 １ 吉野川市における各負担割合については、平成１６年９月３０日に 

おける町村ごとの区域により算定するものとする。 

２ 阿波市における各負担割合については、平成１７年３月３１日にお

ける町ごとの区域により算定するものとする。 

３ 人口割に用いる人口は、最近の国勢調査の人口とする。 

４ 管理運営費のごみ量割に用いるごみ量は、前年の１月から１２月ま

での搬入実績とする。 

５ 解体に要する経費のごみ量割に用いるごみ量は、昭和５４年４月か

ら平成２２年３月までの期間に中央美化センターに搬入された実績と

する。 

２ 平成１３年度以降に新設する施設に係る経費の負担割合 

区   分 負担割合 負担市町 

⑴ 調査費、用地費及び補償費に要する

経費 

均 等 割 ２５％ 

人 口 割 ７５％ 

全市町 

 

⑵ 建設費 

 

均 等 割 ２５％ 

人 口 割 ７５％ 

施 設 稼 働 時 の

搬入市町 

⑶ 新規搬入市町負担金 

 

 

 

 

 

新たに搬入する市町

を加えた人口で計算し

直した割合により求め

た「⑵ 建設費」に係

る各市町の残存価格相

当額 

新規搬入市町 

 

 

 

 

 

⑷ 管理運営費 

 

均 等 割 ２５％ 

ごみ量割 ７５％ 

搬入市町 

 

備考 １ 新規搬入市町負担金については、新施設建設の後年度に搬入を行う 

市町に適用し、この欄の残存価格は、定率法により求めた額とする。 

２ 吉野川市における各負担割合については、平成１６年９月３０日に

おける町村ごとの区域により算定するものとする。 

３ 阿波市における各負担割合については、平成１７年３月３１日にお

ける町ごとの区域により算定するものとする。 

４ 人口割に用いる人口は、最近の国勢調査の人口とする。 

５ ごみ量割に用いるごみ量は、前年の１月から１２月までの搬入実績

とする。 

３ １及び２に定めるもの以外に係る経費の負担割合は、組合の議会で別に定める。 


